
 

１　基本目標・施策分野の名称

３　予算・決算の状況 　（単位：千円）

　（単位：千円）

総事業費（計） 5,514 2,404 2,583 0 0

都支出金 1,531 0 0

地方債及びその他の特定財源 0 0 0

令和３年度 令和４年度 令和5年度

説明・コメント

予　算　額

事業費/年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和6年度

施　策　分　野　評　価　シ　ー　ト

-

実　績

7団体
（　　　　　　　）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

5団体 6団体 7団体

基本目標 7 　総合計画の実現に向けて

5団体
（令和2年度10月現

在）

施策分野 1 　協働の推進

10年後のめざす姿
　協働が推進され、住民、企業、各種団体、NPO、ボランティアなどと行政が協力し、地域の課題の解決に取り
組まれています。

指標名 現状値
令和7年度 目標値

（実績値）

２　施策数値指標

住民提案型協働事業実施団体
数

都支出金 1,882 0 0

地方債及びその他の特定財源 0 0 0

一般財源 2,426 1,218 3,236

国庫支出金 2,545 2,363 0

国庫支出金 1,895 1,598 0

施策の評価（分析）
町民、企業、各種団体、他の自治体と連携し、知恵を出し合い、町の協働を作り上げている状況である。コミュニティのあり
方が、時代によって変化するが、協働の実現に向けて様々な仕掛け、工夫が必要となってくる。

総事業費（計） 6,853 3,581 3,236 0 0

一般財源 2,088 806 2,583

決　算　額

事業費/年度 令和7年度

 



協働推進課

施策 1 　協働型社会の推進 基本構想・重視すべき視点 つながる地域づくり

４　重点施策　　　　　　　　　　　　　　　　　 担当課

年度 【進捗状況】（主な取組等） 【評価・査定】

令和７年度

・町における協働の在り方について協議等を行う瑞穂町協働のまちづくり推
進委員会を２回（うち１回書面開催）開催し、コロナ禍での活動、情報共有等
に努めた。
・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、昨年度同様に瑞穂町協働のまち
づくり推進委員会事業の協働フォーラムを中止としたが、庁舎１階ロビーでパ
ネル展を実施し、来庁者に協働事業等を周知・啓発した。
・地域の課題解決につながる協働事業の募集（協働事業提案）について、広
報紙及びホームページで周知したが、新規提案はなかった。
・コロナ禍で、町内会・自治会等の事業も中止になったため、地域との情報共
有を図る職員地域情報コーディネーターの活動ができなかった。
・各部署で行われている市民活動団体等との協働事業実施状況調査を実施
し、現状把握に努めた。

コロナ禍でも情報収集に努め、計画していた事
業の実施が難しかったことは理解できる。令和
4年度からは長期総合計画にも記載があるよう
に、道半ばである協働のまちづくりを実現する
ため、組織改編により、協働推進部が創設され
た。今後の事業展開、協働の推進に期待してい
る。

令和４年度

・瑞穂町協働のまちづくり推進委員会を3回開催し、地域での協働事業につ
いて、町の協働施策について情報交換を行った。また、令和5年度に設置を
予定している「協働の窓口（みずほマッチング）」について、同委員会で意見聴
取を行った。
・協働事業募集（広報みずほ及び町ホームページ）を行うとともに、町ホーム
ページに協働事業実施状況調査結果を掲載し、新たな協働事業提案の受
付、各課や事業者とのマッチングを行った。
・近隣自治体やボランティアセンターみずほ等とのミーティングによる情報収
集・共有を行った。
・瑞穂中学校PTAから協働事業提案書の提出があり、町との協働事業「防災
意識の向上で命を守ろう」を実施した。
・職員地域情報コーディネーター活動を通じて、地域との情報共有を図ること
ができた（3回、25人参加）。
・各部署で行われている市民活動団体等との協働事業実施状況調査を実施
し、現状把握に努めた。
・町の協働に対する姿勢を広く周知し、協働の推進を図ることができた。

新たな仕組みとして、「協働の窓口（みずほマッ
チング）」が設置された。窓口を通して、事業実
施により効果予測、効果測定が必要である。手
探りが続いているが、情報共有・各団体等との
対話が重要である。

令和５年度

・瑞穂町協働のまちづくり推進委員会を2回開催し、地域での協働事業及び
町の協働施策について、情報共有等を行った。
・令和5年4月から「協働の窓口（みずほマッチング）」を設置し、各支援を行っ
た。
・ボランティアセンターみずほ及び社会教育課とのミーティングによる情報共
有等を行った。
・瑞穂中学校PTAから協働パートナー事業活動提案書の提出があり、令和5
年10月28日及び29日に、防災訓練（防災意識の向上で命を守ろう！あなた
の避難これで変わります！）を実施した。
・令和5年6月1日に、明治安田生命保険相互会社及び第一生命保険株式会
社の2者と包括協定を締結した。
・職員地域情報コーディネーター活動を通じて、地域との情報共有等を図っ
た（2回、10人参加）。
・各部署で行われている市民活動団体等との協働事業実施状況調査を実施
し、現状把握に努めた。また、当該調査結果を町ホームページに掲載した。
・町ホームページ、広報等を活用して、町の協働に対する姿勢を広く周知し、
協働の推進を図ることができた。

協働の窓口（みずほマッチング）を活用し、パー
トナー事業が実施された。引き続き協働の輪を
広げるとともに、新たな取り組みにチャレンジ
することで既存組織を含め、地域力の低下を防
ぐ一助となっている。

令和６年度

令和３年度



５　個別事務事業概要 （単位：千円）

合　計　額 3,3863,236 2,583

3
協働事業の推進と協働体
制の整備

協働推進課

3,317

事務事業の概要
選挙は国民が主権者として政治に参加する最も重要な機会であり、住民一人一人が選挙に
関心を持つことが重要である。無関心層の政治・選挙に対する意識を取り戻すため、町や地
域の行事等を通じて選挙の啓発を行い、選挙の大切さを訴える必要があるため、日ごろの啓
発（常時啓発）と選挙時における啓発（選挙時啓発）に分けて、啓発を実施する。

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

62

事務事業の概要
平成23年度からスタートした第4次長期総合計画では、「自立と協働」を基本理念と定め、令
和３年度に策定された第５次長期総合計画では、「自立と協働」がまちづくりの根底に流れる
姿勢として引き継がれた。新たな地域力を作り出すため、町に関する全ての人々がまちづくり
に参画できるよう、協働型社会の形成を目指していく。
【まちづくりの根底に流れる姿勢】
（１）当事者意識を持とう
　住民、企業・団体、行政等多様な主体が瑞穂町のまちづくりに関わる誇りを持ち、当事者と
して課題解決に向けた思いや意識を共有する。
（２）意識を行動に
　身近な課題解決に向けて、誰もが活動の機会や出番があり、異なる強みを持つ主体が共通
の目標のために、責任と役割を分担し、成果を共有する。

当初予算額 決算額

61 0

当初予算額 決算額

2 選挙啓発事務 総務課

7

事務事業の概要
町政に対する意見・要望・提案などを聞き、住民の意見を町政に反映させることを目的として
いる「町長への手紙」と、、町政に対する苦情・意見・要望などを把握し、町政に反映すること
を目的としている請願陳情に関する事務を行う。

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額

1 広聴活動の充実 デジタル推進課

15 12

当初予算額 決算額

3,160 2,571

№ 事務事業名 担当
令和5年度 令和6年度

当初予算額


